
2024.10.04 現在 8 府県

補聴器購入助成制度を求める意見書採択実施自治体 (都道府県議会) 

◎ 国に意見書提出 地方自治法第９９条で規定
自治体名 採択年月 

兵庫県 全会一致 2018.12 

神奈川県 賛成多数 2019.03 

長野県 全会一致 2019.06 

高知県 全会一致 2019.06 

石川県 全会一致 2019.02 

和歌山県 全会一致 2020.03 

岩手県 全会一致 2021.10 

京都府 全会一致 2022.12 

埼玉県 全会一致 2023.12 

奈良県 全会一致 2024.06 
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地方自治法第 99 条に、議会は、地方公共団体の公益に関す

ることについて意見書を国会又は関係行政庁に提出すること

ができると規定されており、具体的には、議員が所定の賛成者

とともに発案して本会議にはかり、議長名で国(衆参両院・大

臣・首相等)に書面にて提出します。これは、住民からの請願や

陳情、議員発議などにより住民の意見や要望を国政に届ける

重要な手段。 

 すでに採択している自治体や新

たに採択した自治体の情報をお

知らせ下さい。情報提供資料に

反映させていただきます。 

全日本年金者組合 大阪府本部 

TEL 06-6354-7207 

FAX 06-6354-7746 

濱田 敏彦
取り消し線



自治体名 採択数 採択自治体数 自治体数 2019以前 2020 2021 2022 2023 2024

1 北海道 79 77 179 25 4 12 36 2

2 青森県 29 29 40 1 22 4 2

3 岩手県 7 7 33 1 2 4

4 宮城県 1 1 35 1

5 秋田県 19 19 25 5 14

6 山形県 1 1 35 1

7 福島県 5 5 59 1 1 1 1 1

8 茨城県 1 1 44 1

9 栃木県 0 0 25

10 群馬県 1 1 35 1

11 埼玉県 14 14 63 10 4

12 千葉県 4 3 54 1 2 1

13 東京都 9 9 62 1 4 2 2

14 神奈川県 5 5 33 3 2

15 新潟県 11 11 30 1 10

16 富山県 0 0 15

17 石川県 6 6 19 4 1 1

18 福井県 1 1 17 1 お願い
19 山梨県 7 6 27 2 2 2 1

20 長野県 7 7 77 4 1 1 1

21 岐阜県 0 0 42

22 静岡県 8 8 35 1 2 3 1 1

23 愛知県 5 4 54 1 3 1

24 三重県 0 0 29

25 滋賀県 8 7 19 5 1 1 1

26 京都府 13 13 26 1 3 1 7 1

27 大阪府 15 14 43 5 1 4 5

28 兵庫県 10 10 41 3 1 5 1

29 奈良県 10 10 39 4 2 1 2 1

30 和歌山県 10 10 30 1 5 3 1

31 鳥取県 1 1 19 1

32 島根県 2 2 19 1 1

33 岡山県 4 4 27 2 2

34 広島県 0 0 23

35 山口県 0 0 19

36 徳島県 0 0 24

37 香川県 1 1 17 1

38 愛媛県 4 4 20 3 1

39 高知県 18 18 34 17 1

40 福岡県 11 10 60 3 1 7

41 佐賀県 1 1 20 1

42 長崎県 0 0 21

43 熊本県 1 1 45 1

44 大分県 1 1 18 1

45 宮崎県 10 10 26 2 8

46 鹿児島県 1 1 43 1

47 沖縄県 0 0 41

341 333 1741 99 85 51 66 30 10

2024.01.12現在　322市区町村

2024.10.04現在　341市区町村

③全日本年金者組合大阪府本部

2024.10.04調べ

・北海道　歌志内市2019と2021,余市町2019.2022.2024　・千葉県　流山市2018と2023　・愛知県　蟹江町2020と2023

②衆議院イントラネット検索データ

2024.10.04調べ

すでに採択している自治体、

新たに採択した自治体の情報を

お知らせ下さい。

　　 全日本粘菌者組合大阪府本部

     TEL　06-6354-7207

     FAX　06-6354-7746

 Eメール　info@o-nenkin.com

・山梨県　甲府市2021.2024・大阪府　摂津市2019と2022　・滋賀県　大津市　2019.2024　・福岡県　鞍手町2019と2021

補聴器助成　国への「意見書採択」自治体数

㊟　採択数341には２度・3度採択した数も含む。

情報提供資料に反映させていただきます

　全日本年金者組合大阪府本部調べ

　2024.10.04現在

2023.08.31現在　231市区町村

※データ出所

①全日本年金者組合中央本部HP調査データ

2023.03.22調べ

341市区町村
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